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【論文要旨】
　本稿は，憲法学の基礎理論の検討を主たる課題とする。
　第一章では史的唯物論の方法論の一つである経済社会構成体論（いわゆる土台一上部構造論）を
特に反作用論交互作用論に着目し，まずは古典に即して，次に学説の展開を整理することにより
概観する。つまり史的唯物論による法学的認識がどのようになされうるか，換言すると土台がどの
ように法的上部構造に規定的な影響を与え，逆に法的上部構造一般がどのように，どのような影響
を土台に与えるのかすなわち反作用するのかという問題を，原理的にかつ学説の展開に力点をおい
て考察する。
　第二章では，第一章で確認した一般理論の一つの具体化として，法的上部構造としての社会政策
的立法がどのように，どのような影響を土台に与えるかつまり反作用するかという問題に焦点を当
てて検討する。その方法としては，社会政策の二重性論の検討を基礎に，ルカーチおよびアルチュ
セールの所説を参考にしつつ，階級意識の生産，再生産に着目する。
　本稿全体を通じての問題意識は，科学的な認識としての法学研究における国家論および階級概念
の重視とそれらを捨象，回避しがちな傾向への批判である。
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第二章　法的上部構造の経済的土台への反作用の一類型としての社会政策的立法
第一節　社会政策学説史の概略
第一項　憲法学の社会政策学への接近
はじめに
　本章では，前章において検討した法的上部構造の経済的土台への反作用の三つの類型のうちの一
つの具体例とされる社会政策的立法についての理論的な検討を進める。
　ここでは，社会政策の語をそのもちうる最も広い意味で用い，かつ，個々の立法，政策，事例等
の個別具体的な検討は行わず，あくまで一般理論／基礎理論としての検討を進める。しかしその際
にも基本的に念頭におかれるのは労働問題あるいは労使関係の問題であり，それは本章での検討の
対象である社会政策学がその中心的な内容としてそれらの問題を扱っていること1によるものであ
る。
　検討の順序としては，前章で扱った長谷川教授による社会政策（的法律）という例示あるいは問
題提起を，憲法学における現代的なそれへの関心という意味で杉原泰雄教授の所論を挙げまたそれ
を継承し，さらにその問題関心を発展させて内外の社会政策学の展開を参考に検討を加えていく。
　そして，本稿独自の着想あるいは着眼点として，アルチュセールの「イデオロギーの再生産論」
によりそれを若干敷衛して，広くは社会権全般，狭くは日本国憲法二十五条の本質を認識論的，実
証的に解明するという将来の課題の予備的考察としたい。
大河内理論と杉原の問題意識
　r憲法と資本主i義』2では大河内一男，岸本英太郎が扱われている。本稿においては特に，このう
ちの大河内の業績を，杉原の問題意識を憲法学と社会政策学との橋渡し的な媒介項の役割をもつも
のと捉え，憲法学における社会政策学への関心および接近の一例として扱う。
　方法としては，本稿における問題意識に焦点を合わせるという意味で論点を絞り込んで大河内の
研究そのものおよび現代の研究者による大河内の業績の検討を参考にする。
　大河内は斯界で最も著名と言ってもよいであろう研究者であり，またいわゆる社会政策本質論争
ユ渡部恒夫『社会政策の産業平和機能』（学術出版会，2005年）38頁。また，「社会政策とは，通常，現在の日
　本の法律でいえば，労働基準法，労働組合法，最低賃金法，そして健康保険法や国民年金法をはじめとする
諸々の社会保険立法など，今日われわれがその日常生活において，これを利用し，あるいはその機構のもと
　での行動を余儀なくされている，これらの法律によって定められた諸制度に関する政策のことを指してい
　る。」西村舘通，荒又重雄編『新社会政策を学ぶ〔第2版〕』（有斐閣，1999年）1頁。
2勤草書房，2008年。
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の渦中にいた中心的な人物でもあるということから，おそらく日本の社会政策学においては名実と
もに最も大きな存在であると言ってよいと思われる。自身の著述もさることながら，後進の研究者
によるそれらの研究の蓄積もまた膨大である。そこで本稿においては，本稿における問題意識すな
わち社会の総体的把握の視角を基礎に，社会政策という施策の作用が社会の経済的土台に対してど
のような影響をどのように与えるのかという観点に有効な示唆を与えうると思われる研究に絞って
検討の対象としたい。論点を先取りしてここに若干ながら検討のポイントを列挙するならば，上に
述べたように経済的社会構成体論の視角を基礎に，社会政策の主体・客体の確定，そもそも社会政
策は経済の範疇にあるものなのかそれとも政治の範疇にあるものなのかという論点，そして主体・
客体の問題の換言でもあるが，社会政策とは誰が，誰に対して，何のために，どのように行う働き
かけであるのか，というような点である。
　そして，それら全ての論点について考える際のこれまた出発点であり結論の一部を構成すると言
ってもあながち誤りではないと思われる，国家の概念規定である。このいわゆる国家論の扱いが本
稿における大河内研究の検討のポイントの一つであり，それが憲法学における社会政策（学）への
最新の関心であるところの杉原の問題意識を継承し，わずかながらにではあれ発展させようとする
筆者の試みにおける問題意識の中心的な課題である。
　それでは以下に，大河内一男の社会政策学を検討する。
第二項　大河内理論の批判的検討
大河内一男の社会政策学
　まず，大河内自身の著作3をも参考にしつつ，同編『岩波小辞典労働運動』の該当箇所を要約す
ることにより社会政策の概念規定を行い，それに本稿の問題意識および立論の方法の観点から若干
の分析を加え，併せて本稿の問題意識を若干ながら改めて確認してここにおける導入とすることに
する。
　大河内によると，「社会政策（Sozialpolitik）とは，労働者状態の改善および労使関係の合理化を
目的とする国家の立法および施設の総体」4のことである。それは，「様々な存立形態や発展成熟の
段階における賃労働を産業社会が総体として確保し保全するための合理的手段の体系であり，道義
的救済や政治的協調の産物ではない」5。すなわちそれは，「労働者階級に対する道義的救済や社会
主義のための立法，あるいは資本に対する労働者の階級闘争の結果だと説明されることが多かった
が，それは事実ではない」6。そしてそれは，「総体としての資本が生産手段としての賃労働をその
手に把握するために，経済社会として必要とされる経済政策の一分野である」7。
3大河内一男『社会政策く総論〉』（有斐閣，1950年）。
4同編『岩波小辞典労働運動』（岩波書店，1956年）71頁。
5同上。
6同上。
7同上。
一89一
　これらの叙述は，本稿における筆老の問題関心と密接な関連を有する。そして，大河内による
と，「社会政策の内容は，労働保護法・社会保険立法および労働市場の近代化を目的とする各種の
立法体系を一方の軸とし，労働組合運動の容認や労使関係の近代化を目的とする労働立法体系を他
方の軸としている」8。
　本稿においては，後に展開されるように，いくつかの重要な論点あるいは議論の前提である国家
観において大河内学説を批判的に検討するのであるが，ここに列挙されている社会政策の内容その
ものについては疑義をさしはさむ余地はないように思われる。続いて，社会政策と労働運動との関
わりなどについて解説が続く。いわく，「労働運動は久しく社会政策を白眼視してきたが，これは
社会政策と社会改良主義を混同してきたことに由来する。社会政策は労働運動を合法化するもので
あるとともに，また労働運動によっておし進められるものでもあるが，資本制経済の危機の進展と
ともに，かえって急進的な労働運動を抑圧する武器に転化することも忘れてはならない」。ここで
「転化」という表現により説かれていることが，いわゆる社会政策の二重性の問題であると思われ
る。これが本章における，また本稿全体における問題関心の中心的な検討課題の一つである。
　二重性論という，一見すでに解明が終了したかのような説得力を感じさせる語感を有しつつその
実，よく考えてみると論理的に明確な説明の難しい術語の意味を，「ルカーチの階級意識論」を媒
介にじて「アルチュセールの国家のイデオロギー装置論」の具体的な展開を参考に解明する作業を
一歩進めようとするのが本章における企てである。それを本稿全体の中で，すなわち本稿第一章に
おいて提起された抽象的（記述的）なテーゼであるところの法的上部構造の経済的土台への反作用
の類型の具体化に用い，その理論を現代立憲主義における具体的な作用として把握し，狭くは社会
権の本質の解明，より広くまた現代的な課題としてはグローバリゼーション9・新自由主義という
各種の概念をもって表現される二十一世紀初頭の現在の世界の本質的な矛盾にアプローチするため
の基礎理論の確認することが本稿全体の意図である。
社会政策の経済論
　社会政策の道義論，政治論10を社会政策の本質究明になっていないとして社会政策の経済理論を
打ち立てる必要があると主張したのが大河内理論であった11。これは，道義論，政治論がともにい
わゆる経済外的視点に立つのに対して，経済内的視点に立つものであると言える。これは資本制社
会の経済的営みとの必然的関連性において社会政策の本質を主張する。いわゆる大河内理論として
確立する社会政策の生産力説がその中心をなす12。この理論は，生産手段の私的所有制と労働力の
8同上。
9ここでは通例によっているが，より正確にはアメリカソ・グローバリゼーション。
10社会政策の道義論，政治論につき，石畑良太郎，牧野富夫編『新版社会政策一構造改革の展開とセーフティネッ
　トー』（ミネルヴァ書房，2003年）21頁等。
11玉井金吾，大森真紀編『新版社会政策を学ぶ人のために』（世界思想社，2000年）5頁。
12石畑，牧野編・前掲22頁。
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商品化を前提に，資本制国家を社会的総資本の意思の執行者と考える。そして，資本制生産の維持
を目的に労働力を確保すべく，資本制社会の生産力を労働力の側面で保証するのが社会政策である
とした。このいわゆる社会政策の経済的必然論は，次のような経済的要請を提示する。①総体とし
ての資本が労働力の一定数量を円満に確保すること，②総体としての資本が労働力を収奪しつくし
たり損耗しつくしたりしないようにすること，③総体としての資本が労働側の社会的要求や社会的
自覚に適切に対応していくこと。　　　　　　　．
　こうした経済的要請を機軸として，資本制社会における生産力維持のための労働力の保全，培養
を意図する労働政策をもって社会政策の本質とみるのが社会政策の経済論，あるいは社会政策の大
河内理論の中心的な主張である13。
　以上を導入として，次に大河内の社会政策論を検討する。方法としては渡部恒夫『現代の社会政
策学と労働経済学』14の第三章「社会政策の大河内理論」を読解の指南役として，大河内の著作を
分析する。そしてここでは，上に述べた論文の章立てに対応して，1）大河内一男教授の国家観，
2）国家問題の回避，黙殺の志向，3）「総資本」が「個別資本」を抑制する道具という「国家」の
規定の各論点を姐上に上げる。
　上記論文の中心的な課題は，社会政策の経済理論あるいは生産力説ともよばれる大河内理論にお
ける国家論についての批判にあると考えて間違いないように思われる。以下に，大河内の著作から
主にその国家観あるいは国家論に関する言及を検討する。
　ここではまず，大河内の著作『社会政策く総論〉』（有斐閣，1950年）および『経済学演習講座社会
政策』（青林書院，1969年）から国家論に関する言及を適宜引用し，その後でポイソトを絞って若干
の分析，検討を加えることとする。
　「社会政策の対象は，（中略・引用者）賃金労働者であるが，社会政策の本質を把握するためには，
社会政策の主体がそもそも何人であるかを確定しておかなければならない。
　通例，社会政策の主体は国家であると言われている。社会政策がr政策』であるかぎり，そして
政策の主体としては当然にまず国家が考えられる筈であるかぎり，社会政策の主体もまた明らか
に，一応，国家であると解答することは，決して誤ってはいないであろう。けれども，社会政策の
主体が国家であるといっただけでは，まだなにもそこでは説明されてはいない。問題はむしろ，国
家は何故社会政策の主体として登場しなければならないのか，そしてこの場合の国家とはいかなる
意味での国家であるのか，という点を明らかにすることである。この場合，国家とは，資本家階級
の利益代弁者たる階級国家が考えられているのか，或いは労働者またはr下層階級』への配慮者た
る，かの『福祉国家』のごときものが考えられているのか，或いはまた，資本制社会における階級
的利害の対立から超絶した，中立的な，第三の立場や利害を代表するものとしての国家が考えられ
ているのかであるが，国家の性質をどのようなものと考えるかに従って，社会政策の本質に関する
13同上。
14高城書房，1985年。
一91一
理解もまた全く異ならざるをえないであろう。ここで予め結論を先に要約しておけば，国家は，社
会的総資本の意志の執行人たる実体において，近世社会政策の主体として登場するのである。」15
「もともと『剰余労働に対する吸血鬼の渇望』によって行動する個々の資本は，自己が買入れた
『労働力』の使用価値を発揮せしめるにつけて，何ら道徳的に振舞うことを要しないのである。従
って，個々の資本の立場においては，いったん買入れた『労働力』は，可及的にこれを長時間充用
し，また可及的に低い賃金を以て雇用し得れば，それだけいよいよ有利だ，ということになる
る。」16「個別資本にとっては経営上合理的にみえた『労働力』の無秩序な食潰しも，総体としての
資本にとっては，すなわち社会的総資本の存立という立場にとっては，必ずしも合理的ではな
い」17「個別資本によるr労働力』の非合理的充用と，その全般化による『労働力』の総体として
の摩滅とは，単に過度労働や低賃金の結果としてのみならず，不完全な作業設備や，一般的には強
権的で身分的な労使関係の結果として生ずるものであって，それはやがて国民経済総体としての
『労働力』の著しい不足を結果し，産業全体としてのr労働力』の順当な再生産を不可能ならしめ
るに至らねばやまない」18「総体としての資本は，原則として，総体としての『労働力』を，不断
に，そして世代から世代にわたって，その手に把握しなければならないであろう。ひとつの資本か
ら他の資本へと『労働力』は流動し移動するとしても，総体としてのr労働力』は，或いは総『労
働力』は，特定の産業社会を全体としてとってみると，一定の数量において，しかも一旦獲得され
た一定の技能水準を落とさないという条件の下に，必ず総体としての資本に対して販売され提供さ
れなければならないのである。この意味において，しかしてまさにこの意味においてのみ，社会的
総資本は『労働力』の充用に対して，合理的精神の代表者として登場する」19「社会的総資本は，
『労働力』の充用について，産業社会の総体としての立場，また長期にわたるr労働力』の再生産
確保の立場を代表する」20「社会的総資本が社会政策の真の主体なのであるが，もともと社会的総
資本とは，いわばひとつの擬制であって，現実的にこのような資本が，個別資本の場合のように可
視的な形で，存在するわけではない。」21「かくして社会的総資本の立場は，現実的には，近代国家
によって代表せしめられることになる。換言すれば，近代国家は，社会的総資本の意志の忠実な執
行人として，その立法，行政または私法の諸機関を動員し，『労働力』に対する個別資本の非合理
的な濫用に対立することになる。近代国家を以て，総体としての資本の意志の執行人と考えること
にはなお問題が存在するであろうが，筆者は此処では国家論そのものにはしばらく立ち入らないこ
ととし，ただ，総体としての資本の意志は，近代国家の権力機構を通して最もよく代表せしめられ
15大河内・前掲21頁。
16同22頁。
17同25頁。
18同26頁。
19同27頁。
20同29頁。
21同上。
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ているということ，そして，個別資本と区別せられた総体としての資本の立場というものを想定す
ることに何らかの意味がありとすれば，この立場は資本主義的な近代国家というものによって最も
よく代表されるものだ，という点だけを書き記しておくにとどめよう。」22「私は，ここでは国家の
本質が何かということ自体に触れようとは思わない。むしろ，なぜ近代の国家が社会政策という経
済政策の一部を重要な政策体系としてとり上げ，実施に移さなければならなくなっているかについ
て考えてみたいと思う」。23　　．
　以上の引用に若干の分析を加える。
　まず注目すべきは，大河内理論における国家論の扱いである。これらの引用箇所において，社会
政策の客体が（賃金）労働者階級でありその主体が国家であることは相当程度の共通了解事項ある
いは前提的な認識として扱われている。しかし，ではその国家とは何であるかという問題になる
と，とたんに不明確，不明瞭になる。「国家論そのものにはしばらく立ち入らない」，「国家の本質
が何かということ自体に触れようとは思わない」として，国家そのものの概念規定はここでは行わ
れていない。そして，それが暫定的な留保であるかのような表現（「しばらくは」「ここでは」）に
より後になにがしかの国家論の措定が行われそうなことが示唆されるのであるが，それはついに最
後まで行われない24。つまり，渡部が指摘するように，大河内理論においてはいわゆる国家論また
は国家の本質論が消極的な表現ながら回避されているのである25。では，この大河内理論における
「国家論の回避」がどのような作用・効果を帰結しているのかを以下に見てみよう。
　ここでは，上述の大河内の著作を，表現上，内容上の重複を厭わず要約しつつ，大河内の国家論
から導出される論点，問題点を上述の論文を参考に検討する。
　大河内によると，社会政策における政策の主体は，上の各引用にも明らかなように「個別資本に
対立するところの，総体としての資本，または社会的総資本」である26。そして，「近代国家は，
社会的総資本の意志の忠実な執行人として，その立法，行政または司法の諸機関を動員し，『労働
力』に対する個別資本の非合理的な濫用に対立」する27。ゆえに，「個別資本と社会的総資本とは
その立場において対立抗争することになり，この後者の立場は，近代国家という権力の主体によっ
てのみ十全に代表せしめられることができる」28。そして「ここで重要なことは，社会政策の本来
の主体は個別資本に対する総資本としての資本であるが，このもの自体が一の抽象物であり，己自
身の立場がただ近代国家によってのみ代表され得るという限りにおいて，国家が社会政策の主体と
して現れなければならなくなるのである。総体としての資本の労働力に対する合理的な要求が貫か
22同上。
23同『現代経済学演習講座社会政策』（青林書院新社，1969年）27頁。
24渡部『現代の社会政策学と労働経済学』（高城書房，1985年）88頁。
25同上。
26大河内『社会政策〈総論〉』（有斐閣，1950年）28頁。
27同29頁。
28大河内・前掲『現代経済学演習講座社会政策』30頁。
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れるためには，まず，それはあくまでも個別資本に対して一定の権力を持つものでなければならな
い」29。
　すなわち，社会政策の主体は「単に抽象的な国家」であったり，あるいは対立する階級利害のい
ずれにも加担することのない「中性的」「無色」「第三」の立場を代表する国家であったりあるいは
「バラ色の福祉国家」ではなく，「総体としての資本の意志の執行人」たる「近代資本主義国家」で
ある30。
　以上のような大河内の論述を，すでに述べたその「国家論の回避」の傾向と併せ鑑みる時，一つ
の看過されるべきでない「誤謬」が導出される。つまり，資本制国家における主要矛盾に関連する
問題である。すなわち，そこでは労使の階級対立という資本制国家における主要矛盾が消極的なが
ら（よってより巧妙に，あるいはまたより狡猜に）隠蔽され，個別資本と総資本との対立あるいは
総資本による個別資本への抑圧という現象が度外れに拡大されて認識されうるのである。このこと
について上記の渡部r現代の社会政策学と労働経済学』では以下のように述べられている。すなわ
ち，いわゆる社会政策の大河内理論は，「国家論の側面から言うならば，国家の弾圧の対象を労働
者階級から個別資本なるものへとすりかえ，さらにそのことの当否の検討すなわち国家そのものの
検討を放棄するところに成立したもの」である31。そしてその国家観は，「その実体においてみる
ならば国家は階級対立の非和解性の産物であるという歴史的事実を否認する立場と共通するものを
持つ限りにおいて，階級的国家観どころかむしろ氏自から否定される超階級国家観の一類型である
といわなければな」らない32。続けて，大河内理論にあっては，「国家がいわゆる個別資本を抑圧
することもあるという附随的・副次的なこと33が極めて一面的に過大に誇張され，かくて資本制国
家は誰よりもまず労働者階級を弾圧するものであるという主要な事実を隠蔽してしまう結果となっ
ている」34。そして，「個別資本を抑圧するのも総資本が生き延びるために他ならないのである」35。
　以上のような分析を踏まえて，同著では「国家論としての大河内理論」の構成要素を，以下の三
つのものであると結論付ける。すなわち，①それは，資本主義の枠内での国家論でしかないこと。
②しかもそれは，抑圧の対象として主要なものである賃金労働者を無視して個別資本という副次的
なものを大きく押し出していること。③このような非階級的・観念論的観点から導出される非階級
29同上。
30大河内・前掲『社会政策く総論〉』（有斐閣，1950年）42頁。
3ユ渡部・前掲93頁。
32同94頁。
33「国家の社会政策は，しばしば個別資本の直接的利害に対立することがあるため，あたかも国家が経済社会
　に対して独立の立場にあるかのような外観を呈する（とくに社会政策立法）。だが，それは，経済的運動法
　則が総資本の要求としてあらわれ，したがって総資本を代表する国家の経済政策に表現されるからであっ
　て，国家がこの運動法則を免れているからではない」藤田勇『法と経済の一般理論』（日本評論社，1974年）
　320頁。
34渡部・前掲95頁。
35同上。
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的，観念論的国家論に階級国家観の装いをほどこそうとしていること36。
　以上により，本稿における重要な思考の枠組みの一つでもある国家論的な視点からの，社会政策
学の重鎮であるところの大河内の所説すなわちいわゆる大河内理論に対する若干の検討を終える。
第二節　社会政策学の現代的展開
第一項　最小限綱領概念と社会政策概念の峻別
　以上，本章の導入として，憲法学における社会政策学への最新の関心あるいは接近の一つの例と
して杉原の問題意識を確認し，特に，本稿における前提的な問題関心の一つでもある国家論を重視
したアプローチにより，杉原の近著でも扱われている代表的な社会政策学の研究老である大河内一
男を姐上に上げた。
　次に，以下の論述の前提あるいは予備知識もしくは議論の枠組みおよび視角の確定という意義付
け，あるいはここまでの導入的な検討と以下におけるより本論的な論述との媒介としての意味で，
本章において使用される一つの重要な概念についてここで述べる。それは最小限綱領概念とよばれ
るものである。なお，本稿におけるこの最小限綱領概念の援用は社会政策の資本制維持機能の解明
の試みを主たる課題とする渡部『社会政策の産業平和機能』37における着想に拠ったものであるの
で，以下の説明もこの著作における説明を基礎にして，適宜，本章および本稿全体における筆者自
身の問題関心からの記述を附することにより行う。
　まず，この最小限綱領の特徴はすぐ後で述べるレーニンの解説から抽出すれば，以下のようであ
る。第一に，前衛政党にとっての綱領である。第二に，当面の改革の綱領であり，行動綱領ともい
う。第三に，政治的および経済的改革の綱領である。第四に，現在の社会組織内で実現可能であ
る。第五に，社会主義の実現を目指して前進するのに必要である38。
　ここに列挙した特徴を一見してわかるように，この最小限綱領概念は思想的には社会主義の範疇
に入るものである。そして，すでに見た大河内をはじめとして，日本の社会政策学の代表的な研究
者達がその理解の質あるいは応用の仕方等において若千の，あるいは大きな違いを見せているにせ
よ，彼らがマルクス主義を学問的な基礎の一つにして自らの社会政策学を展開していることは明ら
かであり，また，社会政策という施策そのものが少なくともその語の正確な意味では資本制国家に
固有のものであることからも，ここで社会政策の分析枠組みとして資本主義を相対化，対象化する
ことをその任務の一つとする社会主義思想の概念を援用することは少なくとも本稿の問題意識と課
題設定からは極めて自然であるように思われるのである。なお，本稿においては上に列挙した特徴
のうちでも特に第二，第四，第五に着目することになる。
36同96頁。
37脚注38，42参照。
38渡部『社会政策の産業平和機能』（学術出版会，2005年）5頁。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－95一
　レーニンによる最小限綱領概念の解説は以下のごとくである。いわく，「われわれは，現在の歴
史的時機の客観的諸条件とプロレタリア民主主義派の諸任務とに合致した，この政府の行動綱領を
しめさなければならない。この綱領は，わが党の最小限綱領そのものである。すなわち，一方では
現行の社会＝経済関係のうえで十分に実現できるし，他方では，さらに一歩前進するため，社会主
義を実現するために必要であるような，当面の政治的，経済的改革の綱領である。」39すなわち，最
小限綱領は「社会主義のための闘争の民主主義的前提としてまず実現しなければならないもの」で
あり，それに対して最大限綱領は社会主義の実現それ自体のことである40。
　次に，ここで確認した最小限綱領概念を用いて，それと社会政策概念との比較対照という方法に
よっていわゆる社会政策の二重性の問題に迫ることにより，社会政策の本質を確定する作業に進
む。
　ここで改めて本稿における中心的な問題関心を確認しておく。それは経済的社会構成体論の視角
において，経済的土台に反作用を及ぼす法的上部構造の一つに分類される社会政策的立法は，土台
に対してどのような目的と手段でどのような効果を有する反作用を生じさせるのかという問題の解
明への接近ということである。そのためにここで必要となるのが社会政策の本質の確定という作業
ということになる。
第二項　ルカーチの階級意識論
　ここでは，社会政策の本質の解明に至るための道具立てとして上で検討した最小限綱領と社会政
策概念を分かつものは何であるかという問題について考えるために，ルカーチの階級意識論を検討
する。これは，いわゆる「社会政策の二重性論」の解明の糸口としての可能性を探るものである。
ここで社会政策の二重性論そのものについては，これがいわゆる社会政策本質論争における中心的
な論点であり法学，憲法学あるいは労働法，社会保障法等のいわゆる社会法全般における関心とし
ても相当程度周知であるものと思われるので独立した体裁での解説は控えるが，適宜，立論の流れ
に応じて若干の言及を行うことで二重性論そのものの理解および本稿におけるそれへの関心の中心
を確認していくこととしたい。
　また，本稿におけるここでのルカーチの所説の意義づけを確認すると，ルカーチ説は最小限綱領
概念と社会政策概念の峻別論の展開であり，かつ，それと共に，後に検討するアルチュセールの国
家のイデオロギー装置に関する論述との媒介項としての意味をも有するように論理を展開させてい
こうと考えている。その意味で，ルカーチの階級意識論を社会政策学の理論へと応用する試みであ
るところの渡部論文における着想を継受しつつ，さらにそれをイデオロギーの再生産論により発展
39レーニソ「民主主義革命における社会民主党の二つの戦略」ソ同盟共産党中央委員会附属マルクス，エソゲ
　ルス，レーニン研究所編（マルクス，レーニン主義研究所訳）『レーニソ全集』第9巻（大月書店，1972年）
　15頁。
40同76頁，渡部・前掲566頁。
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させることを試みるのが本章における中心的な意図の一つなのである。
　ここでルカーチの階級意識論を検討する方法について略述する。ルカーチの『階級意識論』は以
下のような構成となっている。
　序説問題の提起，第一節階級意識とはなにか
　第二節前資本主義社会と資本主義社会における階級意識
　第三節ブルジョアジーと小ブルジョアジーの階級意識
　第四節俗流マルクス主義者の階級意識
　第五節プロレタリアートの階級意識
　このうち，本稿で主にとりあげるのは「第五節プロレタリアートの階級意識」である。本稿の
全体を通じての中心的な問題関心は，経済的土台に反作用する上部構造（その中でも特に法的上部
構造）の経済的土台への反作用の三つの類型のうちの一つに分類される社会政策（的立法）につい
ての認識を深めることである。そして，社会政策それ自体の本質的な理解のための道具立てとして
社会主義の観点から援用しているのが最小限綱領概念と社会政策概念の峻別という立論である。こ
こでも基礎視角の確定は渡部r社会政策の産業平和機能』および同教授によるその他の著作に直接
その多くを負っている。
　以下に，上述の『社会政策の産業平和機能』の「第五章『社会政策の資本制維持機能の構造』の
解明のための基礎理論1一ジェルジ・ルカーチの『階級意識論』」41を参考にしながら，ルカーチ
r階級意識論』第五節「プロレタリアートの階級意識」について，本稿の問題意識に沿った要約お
よび分析を行っていく。
　まず，本稿の問題関心からして最も重要だと思われる論点を検討する。それは，日本の社会政策
学における社会政策本質論争の中心的な論点の一つでもある，いわゆる社会政策の二重性論の問題
と直接的に関わるものである。すなわち，ルカーチによると，プロレタリアートの意識の中で，
「最も重要な結果」に関連するものは，経済闘争と政治闘争の分離の認識であり，意識におけるこ
の分離の根拠は，「個々の目的」と「究極の目的」の分裂にある42。
　これを，渡部は以下のように図式化して理解している。すなわち，「個々の目的＝最小限綱領＝
経済闘争（および体制内的政治闘争）＝社会主義にとっての社会改良」および「究極の目的＝最大
限綱領＝政治闘争＝社会変革」。そして，この両老を結合，統一するのがプロレタリアートの階級
意識である43。
41渡部・前掲379頁。
42ルカーチ（平井俊彦訳）『歴史と階級意識』（未来社，1967年）329頁，渡部・前掲380頁。
43渡部同。また，「階級意識とは，一抽象的に形式的に観察すれば一同時に，自分の社会的，歴史的な経済状
　態についての階級的に規定される無意識なのである」ルカーチ（平井俊彦訳）『階級意識論（訳訂増補版）』
　（未来社，1958年）20頁。
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　ここにおいて，社会政策の二重性の問題の解明への道具立てとして，社会改良主義と社会主義お
よび最小限綱領と最大限綱領，経済闘争と政治闘争といった各々の概念の峻別が提起され，それが
ルカーチの言うところの「個々の目的」および「究極の目的」という抽象的な表現の具体化への道
筋を指し示すこととなる。そして次にそれらの認識を基礎に，本稿の問題関心からは最も重要だと
思われる部分について検討する。すなわち，ルカーチいわく，「個々の利害は，目的への一歩前進
か，目的の隠蔽かのどちらかの機能を果たす。個々の利害をして前進か隠蔽かに分岐せしめるもの
は，個々の利害の獲得の勝利か失敗かでななくて，専らプロレタリアートの階級意識のあり方だ。
目的に向かって前進しなければ後退かというと，後退程度では止まらず，前進を阻むものへと一大
変身を遂げるのだ。」44
　これについての渡部の分析が，社会政策の二重性論の問題への一つの解答および本稿におけるそ
れへの関心という意味できわめて重要であるように思われる。いわく，「個々の利害」は，「究極目
的」と結合させる階級意識によって，「究極目的」への一歩前進となる。「個々の利害」は「究極目
的」から分離し，それ自体で意味あるものとする階級意識によって，「究極目的」からの後退にと
どまらず，「究極目的」を隠蔽しその実現を阻止するものになる45。「二種類の階級意識のうち，社
会政策的発想が後老であることは言うまでもない。」そして「これがルカーチ説を応用した時に解
明される，社会政策が資本制を維持する仕組み」なのである46。
　さらに続けて，ここにおける問題への一つの解答といってもよい結論へと至る。それは同時に本
稿における関心すなわち法的上部構造の土台への反作用の三つめの類型の具体化された現象の認識
へ到達するためのヒソトとなりうるものであるように思われる。いわく，「個々の利害」は，「社会
主義にとっての社会改良」であれば階級の廃絶という目的への一歩前進であり，「社会改良主義に
とっての社会改良」であれば目的を隠蔽し目的を阻止するものになる。「個々の利害」は，階級意
識次第で二重の機能を果たすのである。日本社会政策理論でいうところの「社会政策の二重性＝二
面性」とは，真実には「個々の利害」の二重性なのである47。
　ここにおけるルカーチの学説を応用した渡部による社会政策の資本制維持機能という観点からの
分析はいわゆる「社会政策の二重性論」の真相を解明する上での一つの解答となると同時に，本章
における中心的な着想を提供するものである。それをさらにアルチュセールの国家のイデオロギー
装置論で展開することを試みるのが本章において続けられる検討の内容であることはすでに述べた
とおりである。
　以上により，ルカーチr階級意識論』第五節「プロレタリアートの階級意識」の分析を終える。
44ルカーチ・前掲『歴史と階級意識』333頁。および渡部同385頁。
45渡部同386頁。
46同上。
47同上。
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第三項　アルチュセールの「国家のイデオロギー48論」
　次に，社会政策の本質を解明するために用いたルカーチの階級意識論を，もう一歩おし進め，そ
の階級意識はいかように生産されまた再生産されるのかという問題について考える。ここで用いる
のは前章でも扱ったアルチュセールの「イデオロギーの再生産論」である。ここでは主に，アルチ
ュセールの「学校論」，「教会論」を検討する。
　まず，やや図式的，形式的な宣言の様相を呈するきらいがないではないようにも思えるが，アル
チュセールのイデオロギー再生産論および公教育論を端的に表現すると思われる言葉をアルチュ
セール自身の発言から引用する。
　「あらゆる《知識人》と同様に，哲学の教師はプチ・ブルジョアです。哲学の教師が口をひらく
とき，語るのはプチ・ブルジョアのイデオロギーです。彼が用いる手段と術策には限りがない。」49
　ここでアルチュセールはある種の抽象化，一般化により，「哲学」の語で公教育を象徴させてい
るようにも思われる。この発言の意味するところを，r国家とイデオロギー』の部分的な要約と分
析により以下に検討していく。
国家のイデオロギー装置
　国家の（抑圧）装置と国家のイデオロギー装置
　アルチュセールはまず，いわゆる「国家の（抑圧）装置」と「国家のイデオロギー装置」の区別
の重要性を説く。いわく，「国家理論を前進させるためには，ただ単に国家権力と国家装置の区別
を考えるだけでなく，同時に，明らかに国家の（抑圧）装置の傍らに存在するが，しかし国家装置
とは異なったまた別の現実を考慮に入れることがぜひとも必要である。われわれはこれをこの現実
にしたがって，国家のイデオロギー装置と呼ぶことにする。」50ここで，「国家の（抑圧）装置」と
は，「政府，行政機関，軍隊，警察，裁判所，刑務所，等」を指す51。
　そして，「詳細にわたって検討され，試され，修正され，手直しされる必要」を留保した上で，
「国家のイデオロギー装置」の「経験的に得られたリスト」を挙げる。それは以下のようなもので
ある。
　宗教的AIE52（さまざまの教会制度），教育的AIE（さまざまの公的私的な《学校》制度），家族
48イデオロギーの語は多義的だが，ここでは参考までに以下の定義的な規定を挙げておく。「（イデオロギーと
　は）特定の政治的・社会的な立場に立って実際の事実を蔽いかくすような考え方（のことをいう・引用老）」
　清宮四郎講演「美濃部憲法と宮沢憲法」長谷川正安編『文献選集日本国憲法16憲法学説史』（三省堂，
　1978年）129頁。
49アルチュセール（西川長夫訳）『国家とイデオロギー』（福村出版，1975年）169頁。
50同34頁。
51同上。
52AIEは，「国家のイデオロギー装置」（aPPareils　id6010giques　d’Etat）の略。以下同じ。
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的AIE，法律的AIE，政治的AIE（政治制度，さまざまな政党），組合的AIE，情報的AIE（新
聞，ラジオーテレビ，等々），文化的AIE（文学，美術，スポーッ，等々）。
　そして，国家のイデオロギー装置と国家の抑圧装置を区別する「根本的な差異」は何か？それは
国家の抑圧装置は「暴力的に機能する」が，国家のイデオロギー装置は「イデオロギー的に」機能
するということである53。
　また，「それが含むあらゆる危険をおかして」，ここに「提出」されるテーゼ54は，以下のようで
ある。すなわち，「国家の支配的な古い・イデオロギー装置に対する激しい政治的イデオロギー的階
級闘争の結果として，成熟した資本主義的構成体において支配的な地位を占める国家のイデオロ
ギー装置は，学校制度のイデオロギー装置なのである」55。なお，資本主義以前の社会におけるイ
デオロギー装置については，以下のような記述がある。すなわち，「前一資本主義的な歴史の時期
において，宗教的であると同時に教育的な諸機能のみならず，情報と《文化》の諸機能の大部分を
も一身に集めていた一箇のイデオロギー装置，つまり教会が存在していたことは全く自明のことで
ある。宗教改革の最初の震動以来，十六世紀から十八世紀にいたるあらゆるイデオロギー闘争が，
反教権的，反宗教的闘争に集中されていたとすれば，それは偶然ではなく，国家の宗教的イデオロ
ギー装置が支配的な地位を占めていた結果である。」56
　同様に，「舞台の前景を占めていた国家のイデオロギー装置のさまざまな動きの背後で，ブルジ
ョアジーが，国家の第一の，したがって支配的な，イデオロギー装置として設置したもの，それこ
そが学校装置である」57。そして，学校は「幼稚園以来，あらゆる祉会階級の子供たちをとらえ
る」。また学校は，「幼稚園以来，新しい方法や古い方法によって，何年ものあいだ，子供たちが家
族の国家装置と学校の国家装置のあいだに挟まれてもっとも《無防備な》年月のあいだ，支配的な
イデオロギーのなかに包みこまれた《かけひき》（フランス語，算術，博物学，科学，文学）や，
あるいはごく単純に，純粋状態にある支配的なイデオロギー（道徳，公民科，哲学）を子供たちに
教え込む」58。そして，以下の記述は，歴史的，社会的相対性を超えて，現代日本社会の様相を相
当程度照射する可能性を有しているようで興味深い。やや長くなるが，ほぼそのまま引用する。
「六年生ごろになると，非常に多くの子供たちが，どこかで《生産》に落ち込む。これが労働者や
小農民である。若者たちの他の部分は学業を続ける。そしてなんとか途中までやってきて脱落する
か，または下級と中級の幹部，事務職員，下級と中級の役人，あらゆる種類のプチーブルジョアの
53アルチュセール・前掲36頁。また，「国家権力の支配は，たんなる物理的暴力の行使によるだけではなく，
　社会が社会として永続的，組織的に再生産されるためには，思考や観念作用にもとつく被搾取階級のコソセ
　ンサス，抑圧＝被抑圧の関係が共同体全体の善のためのサーヴィスの交換という表象契機に介在されねばな
　らぬ」ゴドリエ（山内艇訳）『物質と観念』（法政大学出版会，1986年）309頁。
54アルチュセール・前掲45頁。
55同上。
56同44頁。
57同46頁。
58同48頁。
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ポストを占める。最後に残った一部分だけが頂点に達するのであるが，時には半一失業イソテリに
脱落し，また時には，（中略・引用者）搾取の代理人（資本家，支配人），抑圧の代理人（軍人，警
官，政治家，行政官，等々），そしてイデオロギーの専門家（あらゆる種類の聖職者，その大部分
は確信にみちた《俗人》である）などを供給するのである。」59
　そして，国家のイデオロギー装置としての教会と学校の機能の歴史的変遷が，以下のようにまと
められている。すなわち，「国家の支配的なイデオロギー装置の役割において，教会は今日，学校
によってとって代わられた。学校は家族と対になっているが，それはかつて教会が家族と対になっ
ていたのと全く同様である。したがって，（中略・引用者）学校（および学校一家族の組合せ）が，
国家の支配的なイデオロギー装置，すなわち，世界的な階級闘争によって現在の存在形態に導かれ
たある一つの生産様式の生産諸関係の再生産において決定的な役割を演じる装置，を構成している
と考えられる」のである60。
　ここに見たように，ルカーチのいうところの階級意識をイデオロギーとして生産，再生産する場
は，アルチュセールのイデオロギーの再生産論を参考にするならば，それは学校であるということ
になる。
　最後に本章のまとめをしておく。本章における主たる検討対象の一つは社会政策学における大き
な問題すなわちいわゆる「社会政策の二重性論」の解明へのアプローチであった。当代の代表的な
憲法学者の一人である杉原教授の問題意識を受けかつ相当程度それから自由に社会政策学そのもの
における学説の現代的展開を検討した結果，社会政策の二重性という日本の社会政策学がドイツの
それから受け継いだ認識は，ある種の階級的なイデオロギーに則りかつまたそれを擁護する機能を
果たしているといっても過言ではないものであることがわかった。歴史性・科学性を重視する方法
論により認識される「二重性論」とは，実は「社会政策の二重性」ではなく，「日常的な獲得・個
々の利益の二重性」だったのである。そして，その「獲得」の本質を分かつメルクマールは労働者
階級の意識にあった。さらにその意識あるいは虚偽意識が生産，再生産される場は歴史的相対性を
有するが，近代以前はそれを教会すなわち宗教的権威が担っており，近代すなわち資本制社会では
それにとって代わって学校すなわち公教育がその役割を果たしているというのが，ルカーチの階級
意識論をアルチュセールのイデオロギー再生産論により敷衛，深化させて展開したここでの論及の
小括である。
結　論
　第一章ではいわゆる経済的社会構成体論（土台一一上部構造論）に憲法学上の具体化という観点お
よび現代的な問題関心から改めて光を当て，古典およびその後の学説の展開を振り返ることにより
その方法論的な分析の視角を確認したあと，より焦点を絞り込み，「法的上部構造のうちでも特に
59同上。
60同51頁。
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社会政策的立法が経済的土台にいかに反作用するか」という問題を提起した。これが本稿全体の
「主たる問い」である。
　第二章では，その問題への解答に辿り着くべく，特に戦後の社会政策学の学説の展開を，大河内
一男を中心とする研究の検討により確認した。つまり，いわゆる「社会政策の二重性論」の解明の
試みを中心にして，「社会政策の本質は何か」を問うことが本稿における「一つめの従たる問い」
である。
　その方法は社会政策学の現代的展開の一例としての渡部恒夫の学説に拠りつつ，国家論の視角を
中心にして，大河内理論を批判的に検討するというものであった。そこでの主要な基礎理論は，ル
カーチの階級意識論であり，これは第二章における中心的な検討対象でもあった。そして，「階級
意識はいかに生じるのか」が「二つめの従たる問い」である。
　本稿独自の着想としては，アルチュセールのイデオロギー再生産論を狙上に上げた。
　本稿第一章で提起された「問題」に対して，端的に「解答」を提出するならば以下のようになる。
　まず，「一つめの従たる問い」への「解答」は次の通りである。
　すなわち，「社会政策の本質は，経済主義という形態での社会改良主義にあり，その任務は，社
会主義の樹立を阻止することによって資本主義制度の維持を図ることである61。すなわち，エンゲ
ルスによる上部構造の三類型を受けて長谷川が整理した法的上部構造の3類型の3番目の具体例
としての社会政策的立法は，現代の社会政策学の展開の一例に拠り，社会政策概念と最小限綱領概
念を峻別して厳密に言うならば，実は三番目ではなく一番目（経済発展と同じ方向に進む場合）な
のであり62，そのいわゆる「日常的な要求」による「獲得」が懐柔と欺隔としての「社会政策」63
であるのか，それとも「最小限綱領」の獲得であるのかは，労働老階級の階級意識いかんによると
いうことである。」
　「最小限綱領」は，「最大限綱領」につながるものである。それは，最大限綱領から切断されてそ
れ自体が自己完結化・自己目的化した時に「社会政策」となる。換言するならば，日常の獲得物を
最小限綱領たらしめるものは，その質つまり階級意識である。よって，それは，何がしかの「実現」
のみならず，たとえ「不実現」であったとしても，最大限綱領に繋がる。「意識」は「変革の主体」
の第一の構成要素であり，第二は「組織」である。
　この階級意識は，一体いかにしてまたどこまで，どこで生産および再生産されるのかという疑問
が「二つめの従たる問い」であった。アルチュセールの「国家の・イデオロギー論」を援用したその
「解答」は，「労働者階級の意識あるいは虚偽意識は，学校という公教育の場において日々，生産お
よび再生産されている」，というものである。
61渡部『社会政策の謎一社会政策批判の方法一』（ぎょうせい，1988年）「はしがき」。
62「社会政策の革新性など無視して足りる程度のものでしかない。社会政策はただ専ら保守的でしかないので
　ある。社会政策の二元論に翻弄されていては，社会政策の資本制維持機能の構造の体系的理解には進みにく
　い。」渡部『社会政策・社会福祉・社会立法の理論の研究』（斯文堂，2002年）序文。
63「最小限綱領の自己完結化」同9頁。
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　これら「二つの従たる問い」への解答を総合することにより導かれる「主たる問いへの解答」は，
以下の通りである。
　いわゆる「社会政策の二重性」とは実は「日々の獲得」，「日常的な利益」の二重性のことである。
「社会政策の二重性論」は，社会主義思想における最小限綱領概念を駆使することで，批判的に解
明することができる。この基礎に立脚することにより，次のような解答を得ることができる。
　法的上部構造の一類型としての「社会政策的立法」は，資本制における経済的土台を維持あるい
は促進する機能を果たす。現象形態としては共通していても，同一の「社会政策的立法」が，高度
の階級意識の作用を助けとして，労働者階級によって「最小限綱領」（すなわち最大限綱領への連
結がその本質）に転換して意識された場合には，「主体の形成」という回り道を経ることによって，
土台を変更（すなわち賃金制度の廃止，階級の止揚）することが出来る。
　しかしながら，この階級意識の形成つまり主体の形成に対して大きな消極的影響を与えているも
のが，国家のイデオロギー装置の一つとしての学校教育なのである。
あとがき
　本稿において直接的に扱ったのは経済的社会構成体論および法的上部構造からの経済的土台への
反作用の三つの類型の一つの具体例としての社会政策（学）である。しかし，筆者の現代的，具体
的な法学，憲法学的な問題関心の一つは，いわゆるグローバリゼーション64の展開と新自由主義65
的な諸々の政策あるいは従来の政策の放棄である。「社会主義」諸国の実質的な消失という歴史的
な事件を経験して，その対抗軸を失ったアメリカ合衆国を中心とする「先進」資本主義諸国は，社
会政策，福祉国家路線という修正原理さえも放棄し，世界の資本主義の歴史は一見先祖返りにもみ
えるが，その実新しい世界史の段階に入りつつあるのかもしれない66。日本国内に限ってみても，
非自発的フリーター，ニート，引きこもりといった広義の失業67と言えそうな現象の数々が出現し
64法学における，グローバリゼーションへの関心を基礎とした論考は数多いが，ここでは本稿における問題関
　心と関連が深いものをいくつか挙げる。例えば，「『グローバリゼーショソ』とそこでの『大競争』の諸様相
　は，人類の生存条件そのものへの脅威となっている」とする藤田勇『自由・平等と社会主義一1840年代ヨー
　ロッパ～1917年ロシア革命』（青木書店，1999年）484頁。以下，タイトルのみを挙げる。森英樹「『グロー
　バル化』変動と憲法・憲法学」樋口陽一，森英樹，高見勝利，辻村みよ子編著『国家と自由』（日本評論社，
　2004年）201頁，広渡「グローバル化の時代における国家と市民社会の変容」法の科学37号（日本評論社，
　2006年）55頁，同「資本主i義法の現在」民主主義科学者協会法律部会編法律時報増刊『改憲・改革と法』
　（日本評論社，2008年）2頁。また，グローバリゼーションの語について，脚注9参照。
65「新自由主義とは何よりも，強力な私的所有権，自由市場，自由貿易を特徴とする制度的枠組みの範囲内で
　個々人の企業活動の自由とその能力とが無制約に発揮されることによって人類の富と福利が最も増大する，
　と主張する政治的経済的実践の理論である。国家の役割は，こうした実践にふさわしい制度的枠組みを創出
　し維持することである。たとえば国家は，通貨の品質と信頼性を守らなければならない。また国家は，私的
　所有権を保護し，市場の適正な働きを，必要とあらば実力を用いてでも保障するために，軍事的，防衛的，
　警察的，法的な仕組みや機能をつくりあげなければならない。」ハーヴェイ（渡辺治監訳・森田成矢，木下
　ちがや，大屋定晴，中村好孝訳）『新自由主義一その歴史的展開と現在』（作品社，2007年）10頁。
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ている。また，教育の荒廃，凶悪な暴力事件の勃発等という，究極的には階級矛盾の激化，先鋭化
の問題にその根源を求められる状況に対置すべき，思想的なオルタナティブを見つけることが困難
な状況が続いている68。
　歴史と「哲学」を基礎に法を科学的に認識しようとする場合には，事物を固定化された永遠の存
在とみる観念的，形而上学的な思弁ではなく，事物の変化すなわち生成，発展，消滅を認め，総体
としての社会を構成する他の要素との関係において法を客観的に観察する必要があると考えられる
のである69。そのような方法論的自覚の一つの試みとして，現代的な問題意識によって，いわゆる
経済的社会構成体論（土台一上部構造論）に改めて関心を寄せてみることは決して無駄ではないの
ではなかろうか。
　現状の諸矛盾の根源を認識する視角は複数あるだろうが，本稿における視角は究極的には所有の
問題，すなわち生産手段の所有の問題に帰するのだと言ってよいだろう70。
66「社会主義の側からの外からの抑止力がなくなっただけに，『資本主義』を批判的に自己点検する概念装置は，
　いっそう重要になった」樋口『比較憲法全訂第三版』（青林書院，1992年）43頁。また，「私たちが直面し
　ているのは，グローバル資本主義の運動のなかで，日本国憲法を基底とする戦後の政治的，経済的，社会的
　な全体構造（憲法体制）の解体的再編（constitutional　change）が進められようとしている日本の現実であ
　る。」広渡・前掲8頁。
67「資本主義経済における失業あるいは大量の産業予備軍の存在は，資本主義の必然的な産物であるだけでな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ス－ジン　く，また，資本主i義的生産様式の存在のための必要条件でもある」蘇動「“福利国家”論剖析」陳鉄民・陳
　嘉明主編『現代社会思潮評析』（厘門大学出版社，1992年）181頁。「大量の失業人口の存在は，資本主義の
　再生産の周期的な需要に適合する。そしてそれは，資本家がいつでも搾取できる廉価な労働力を供給するこ
　とを可能にし，資本家の労働者に対する搾取の欲望を満足させ，資本家が働く労働者の労働強度を高め，労
　働時間を延長し，甚だしい場合には賃金を引き下げることを可能にする。したがって，資本家階級はいつで
　も，完全に失業をなくすることに同意するはずがなく，逆に極力失業と雇用の割合を独占資本家階級の利益
　に合致する一定の水準に維持しようとする」同。重複するが，「失業は資本主義制度の必然的な産物であり
　またその生存条件である。したがって，資本主義の『福祉国家』の政府が失業をなくすることはできないだ
　けでなくその意思もない。」同。
68「とくに日本では，老後の不安，貧困な住宅事情，激しい受験競争など，国民生活の貧しさが指摘される。
　総じて，資本主義的支配のあり方が問題の基礎にある」。浦田一郎『現代の平和主義と立憲主義』（日本評論
　社，1995年）47頁。同様に，「人間生存のあらゆる側面が資本の論理に侵食されて人類生存にとっての危機
　現象が多面化している」藤田・前掲492頁。また，「社会主義の現実を直視したうえで，社会主義の可能性に
　ついて再検討しなければならない」浦田・前掲54頁。関連して，「『ソビエト型社会＝政治体制』の崩壊が
　『社会主義一般』の崩壊を意味するのではな」い。藤田・前掲9頁，「体制転換はマルキシズム法学の理論的
　破綻を意味するものではない」。木間正道「日本における中国法研究一その歴史・現状・課題一」明治大学
　法科大学院論集第1号（明治大学法科大学院，2006年）170頁、
69「認識が実践的，主体的に行われることが無視されると，そのような認識論はいわゆる『観照的唯物論』に
　なってしまう。実践的唯物論か観照的唯物論かの前に，法学における一般的な認識論がそもそも唯物論にな
　っているかどうかは大いに問題のあるところである」。浦田『立憲主義と市民』（信山社，2005年）242頁。
70本稿で扱った社会政策の本質の考究に関連して，シエースの場合，排他的所有が自然権とされるので，「手
　段の不平等」も自然なものとして放置される。その結果，「救済を受ける権利」の補完があるが，所有は生
　存の欲求から独立する。ルソーにおいては，生命と自由の実現のために，救貧院を必要とするような極端な
　不平等が発生しないように，所有の社会的再構成が要求される。浦田同18頁。
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また，最後に付言しておきたいのは，理論上の帰結と人権論上の規範的意義との間の「齪酷」の
弁証法的昇華あるいは総合の可能性についてである。社会政策，社会福祉が体制維持の機能を本質
的に果たしているにしても，それらの増進，深化の実践が根本的に否定されうるものではないこと
は人権論からも明らかであろう。その点からも，科学的な解明が必要とされる一つの重要な領域
は，やはり意識・イデオロギーの問題であろう。上部構造内部における相互作用，すなわち，法的
・政治的上部構造とイデオロギー的上部構造との間の関係の憲法論的な解明を将来の課題とするこ
とを示して，本稿の結びとする。
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